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第３９６回白石市議会定例会 一般質問通告書

順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

１ ６番 １ ２期７年の市政運営の検証から導きだされた、本 市 長
沼 倉 啓 介 市のあるべき構想と当初予算への反映について
（一括質問一括 ２期目に着任されて早３年目の後半に掛かってい
答弁） る。大震災の発生など、それらの期間における心労は

並大抵なものではなかったかとまず持って敬意を申し
上げるものであります。
首長として、この２期目の市政の舵取りを通じ、検
証をなされていると思うが、本市としての良とすると
ころ或いは努力を要するところの存在はどのようなも
のがおありなのか。
ご自分の描く構想実現のため、それらをどのように
具現化していくべきと思っておられるのか。
新年度当初予算の調理の最終局面に差し掛かってい
る今、それらに向き合う姿勢の一端でもお示し頂きた
い。

２ １番 １ カメムシ被害の対策について 市 長
澁 谷 政 義 近年、本市において生産された米にカメムシによる
（一括質問一括 斑点被害が増大しております。その要因として上げら
答弁） れるのは、生産調整（減反）による草地化、生産者の

高齢化により耕作放棄による防除の低下、又、消費者
の減農薬指向による薬剤使用の抑制などが考えられて
います。
本市で生産されている米がカメムシの被害により検
査対象外となったのは、平成２２年度産で約２９ト
ン、本年２３年度産は約７０トンです。検査対象外と
なった米は、村田町にあるＪＡみやぎ仙南で、色彩選
別機（高性能）を用いて処理した後に再検査を受けて
出荷しております。今年は、七ヶ宿町の町営施設の同
機械にて約７０トンの白石産米を選別処理した生産者
の方々もおります。又、検査対象となっても部分着色
（カメムシ）で２等米に挌付けを下げた米が平成２２
年度産で約８８トン、本年２３年度は約１８２トンと
年々被害が増加傾向にあります。これらの被害米は色
彩選別機を用いて処理できますが、高額な機械のため
個人で購入するのは、なかなか困難であります。本市
には、高性能機械を有する処理施設がなく米生産者は
大変不便な思いをしております。
今後、白石米のブランド名を低下させることなく、
高品質米を供給するためにも益々増加する害虫被害等
に備え、市が助成をし市内数か所に色彩選別機の設置
を促しては如何でしょうか。そうすることにより生産
者ならびに消費者の高いニーズに応えることができる
のではないでしょうか。
本市の考えをお伺いいたします。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

３ １０番 １ 放射能の除染と児童生徒の健康診断について 市 長
四 竈 英 夫 東電福島第一原発事故による放射能汚染は、次第に 教 育 長
（一括質問一括 濃度が低下してきていますが、それでも爆発地点から
答弁） 比較的近い越河、斎川、小原地区は市内でも数値が高

い状態で経過しています。暫定基準値よりは下回って
いますが、地域住民の不安は払拭されません。特に幼
児・児童生徒を持つ父兄は不安な日々を送っていま
す。
従って、父兄や若年層の不安を少しでも取り除くた
め、これら３地区の保育園・小中学校校庭の除染を行
うべきと思いますが見解を伺います。
また、人体に対する放射線量の測定、健康診断等も
必要ではないかと思います。除染同様３地区の保育園
の児童、小中学校の生徒などを対象に行う考えがない
かお伺い致します。

４ ７番 １ 介護保険事業について 市 長
平 間 知 一 (1) 介護保険事業における基盤整備について
（一括質問一括 当市では第４期介護保険事業計画に基づき地域密着
答弁） 型介護施設を整備しましたが、今後、高齢化のさらな

る進展、独居や高齢者のみ世帯の増加により施設サー
ビスや地域密着型サービスの需要も高まるものと思い
ますが、第５期計画において、どのような基盤整備が
必要と考えておりますか、お伺いします。
(2) 第１号被保険者（６５歳以上の高齢者）の増加が
見込まれますが、その対策と深刻化しつつあるショ
ートステイについて
第１号被保険者の増加が見込まれています。それに
伴って、介護保険サービスを受ける要介護者数も多く
なり、不足している介護サービス施設を新たに設置し
た場合、必然的に介護保険料は高くなると考えます。
その対策として、今後、強化・充実していく事業等が
ありましたらお伺いします。併せて深刻化しつつある
ショートステイについてお伺いします。
(3) 介護保険事業財政調整基金の活用について
第４期計画の介護保険料（６５歳以上の第１号被保
険者）は、国からの臨時特例交付金を活用し、これに
財政調整基金を取り崩し、合わせて保険料の減額改定
を実施しました。そこで、介護保険料を決定するにあ
たり、第５期計画（平成２４～２６年度）での財政調
整基金の約３億円（平成２１年度当初は４億５，７６
８万円でしたが平成２３年度当初は３億９，０７３万
円）の活用についてお伺いします。
(4) 第５期（平成２４～２６年度）介護保険料の見込
み額について
現在、宮城県における平均月額の６５歳以上の介護
保険料基準額（平成２１～２３年度）は３，９９９円
です。白石市の介護保険料基準額は３，３００円と県
内３６市町村で最低保険料の七ヶ宿２，７２１円、気
仙沼３，２００円についで低い数字になっています。
ちなみに最高保険料は名取の４，８３５円となってい
ます。次の改定は平成２４年度ですが、第５期計画の
策定にあたって、基金の取り崩しによる第４期保険料
の軽減効果、第４期から第５期までの自然増（基盤整
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

４ ７番 備の影響）などを踏まえたうえで、現在基準月額３，
平 間 知 一 ３００円の本市の第５期介護保険料の見込み額につい
（一括質問一括 てお伺いします。
答弁） (5) 介護保険法制度改定の「介護予防・日常生活支援

総合事業」について
２次予防対象者（旧特定高齢者）は、従来の介護予
防事業に加え、予防給付サービスのうち市町村が定め
るサービス及び配食・見守り等サービスを受けること
が可能となります。また、要支援の対象者には、従来
どおり予防給付サービスを受けるのか、総合事業とし
て介護予防事業や配食・見守り等サービスも含めた、
生活を支えるための総合的なサービスを受けるのか
を、地域包括支援センターによるアセスメントに応じ
て市町村が決定するとなっています。来年度以降の介
護保険事業において、総合事業を実施する計画なの
か、実施するのであればどのような内容を考えている
のかお伺いします。
(6) 身近な地域でお互いに助け合える仕組み作りにつ
いて
安心して自宅で暮らしていくためには医療や介護の
制度だけではなく、近隣住民、民生委員、自治会、地
域ボランティア等が家庭ごみの搬出の協力、日用品の
買い物の手助け、冬季の通路の除雪、融雪などをお互
いに協力し合える仕組み作りが必要だと考えますがお
伺いします
(7) 医療福祉サービスのネットワークについて
病院の利用対象から除外される患者が医療や介護ニ
ーズを療養型病床、老人保健施設、在宅介護で円滑に
受け入れ可能にするための、医療福祉サービスのネッ
トワーク作りについて、市としての考えをお伺いしま
す。

５ ２番 １ 生活保護行政について 市 長
伊 藤 勝 美 生活保護行政について伺います。
（一括質問一括 非常に厳しい経済情勢、雇用情勢によりまして生活
答弁） 保護を受けたいという方が増えております。もちろ

ん、必要とされる方には速やかに給付をしなければな
りませんし、一方その生活保護の原資は税金であり、
不正な受給を防ぐということは、財政上からもきわめ
て重要だと思います。
生活保護の決定ということは、所得や財産がなく、
ほんとうに必要とされているかどうかをその状況をき
ちんと調査しなければならないことは、もちろんです
が、一部自治体においてはなるべく生活保護の申請が
されないように門前払い的なことをしているといった
ことが報道されております。
まず、生活保護の申請はしやすいようになっている
のか、生活保護の案内の文書はわかりやすい場所にだ
れでも手に取ることができるようになっているか伺い
ます。
次に、生活保護を受けたいという方が増えているわ
けですから、生活保護の窓口や相談体制の充実が必要
だと思いますが、現在の生活保護の状況と今後の見通
しについて伺います。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

５ ２番 ２ 児童虐待への対応について 市 長
伊 藤 勝 美 児童虐待への対応について伺います。 教 育 長
（一括質問一括 児童虐待の悲惨な事件が報道されております。
答弁） 不幸にも亡くなったり、大きな障害をおってしまっ

てから、「警察、学校、児童相談所は何をしていたん
だ」と批判をしても遅いわけでありまして、行政とし
ては地道に通報体制、相談体制、保護体制を整えて誰
でもいつでも、虐待の疑われることがあれば通報でき
たり、虐待を受けている者、それから虐待をしてしま
いそうな者が相談できるような体制を整えていかなけ
ればなりません。
虐待をする者は、周りが聞けば虐待はしていないと
いい、相談所の職員などに虐待を指摘されると確かに
そのときは反省し、もう虐待をしないでおこうと思う
わけですが、また何かのきっかけで自分を抑えられな
くなり虐待を繰り返してしまい、悲惨な結果を招くと
いうような事になっているようです。そこで、十分な
繰り返しでの指導が必要ではないかということです。
財政状況が非常に厳しく、行政改革を進めている折
から、人員の配置ということは、難しい状況にあると
思いますが、人手がなくて、すぐに対応できなかった
ために悲惨な結果を招くということがないようにする
ため、この分野での専門の職員の増員、また、行政、
学校、警察との連携する仕組み作りが必要ではないか
と考えます。市長の所信を伺います。
３ 水道管の現状、耐震化の取り組みについて 市 長
水道管の現状、耐震化の取り組みについて伺いま
す。
今般「東日本大震災」に於いて、本管漏水が７０箇
所、本管損傷布設替総延長２０００メートルという被
害がありました。これにより、白石川の南側でほぼ全
域断水し、市内全域で通水したのは３月２８日のこと
で、市民生活に多大なる影響をもたらしました。水道
管は、浄水場でつくった水道水を蛇口まで届けるため
の大切なライフラインで、市民生活に欠かせないもの
です。
白石市の上水道の布設時期は、昭和２９年４月、市
制施行と同時に一部給水を開始し、昭和３２年３月に
完成しました。実に５７年前にスタートしたことにな
ります。その間、増え続けた水道管は、太いものから
細いものまで、過去の技術革新の中で様々な材質、継
手形式（管と管との接合形式）のものが開発されてき
た結果、各時代の技術の粋を集めながら世代交代して
きたことでしょう。
そこで、現在の上水道における管路網の本管の材質
の割合はどのような状況になっているのか。また、水
道管は、布設してから何年で取り替える必要があるの
か。それから、今後、大震災を教訓に、水道施設の耐
震化方針および水道管を耐震化するための基本方針は
どのようにするのか。市長の所信を伺います。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

６ ８番 １ 公立学校の危機管理体制の強化と防災・安全教育 市 長
佐久間 儀 郎 について 教 育 長
（一括質問一括 あの巨大地震に襲われた東日本大震災から９ヶ月、
答弁） 今も余震が発生しており、誰もが肝を冷やした震災当

時の記憶が鮮やかに蘇ってきます。発災時刻は午後２
時４６分でした。子ども達が学校施設内で過ごしてい
た時間帯です。どの保護者も瞬時に帰宅前の子ども達
の安否を気遣ったことでありましょう。平日の子ども
達の生活の中心は学校であり、子ども達自らが自分で
自分を守る術を身に付けておくことと、実際に子ども
達の安全を守る大人は、教職員以外にはいないことが
あらためて認識されたところです。他方、今回の地震
災害においては、被災住民の相当数が、学校に一次避
難しており、避難住民の受け入れ、避難所の開設は教
職員など学校関係者が全面的に担ったことを忘れては
なりません。
こうしたことから、震災から得た教訓のひとつは、
非常時に備えて、子ども達を導く教職員の防災意識、
危機管理の資質をこれからより一層高めていく事が大
変に重要な課題になっているということです。
そうした視点をもって「平成２３年度白石市教育

の方針」をみれば、「組織マネジメントや危機管理等
の研修を深め、組織として機能する学校づくりに努め
る」とされ、安全教育の徹底においては、「学校・家
庭・地域が連携し、防犯、防災、交通安全等の意識を
高めるとともに、危険箇所や通学路などの安全点検を
組織的に、計画的に行う」と明確に学校教育の指針に
掲げております。
そこで、こうした指針に基づいて、まず、本市では
子ども達、児童生徒に対する防災教育をこれまでどの
ようになされてきたのでしょうか。自分の命を守る力
を育成する実践的な防災教育がどのようになされてい
るのかをお知らせください。
次に、児童生徒の安全確保や初動時の避難所運営を
含む学校危機管理体制、もし被災した場合には児童生
徒の心のケアについても指導する立場にある教職員の
防災に対する資質の向上策はどのようになされている
のでしょうか。そして、今回の教訓からしても必ず学
校と地域住民との連携が不可欠です。学校の地域防災
拠点としての機能を高め、避難マニュアルの整備や防
災マップの作成などで防災意識を徹底させていく実践
的な防災教育計画などが策定されていなければならな
いでしょう。以上、どのようにお考えになっているの
か、教育長にご答弁を求めます。
なお、本市では、白石市東日本大震災復興計画が策
定され、復旧期の実践にはいっていますが、その計画
の基本目標の（３）に防災のまちづくりとして「地域
防災計画の強化」の実践がうたわれておりますことか
ら、地域防災の一翼を担い学校が避難所機能を十分に
果たせるよう、例えば、災害対策本部と直接交信でき
る防災無線の設置、食料品や医薬品、その他の資材の
備蓄など、環境整備に配慮していただかねばなりませ
ん。そうしたことから、本題についての市長のご見識
をお尋ねいたします。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

７ ４番 １．インフルエンザ予防接種の助成について 市 長
管 野 恭 子 現在、標記予防接種は平成６年の予防接種法の改正
(一問一答） 以来、任意になっているが、その有効性は世界的にも

認められており、インフルエンザ発病防止や重症化防
止への貢献度は高い。特に乳幼児･児童等には必要な
接種である。しかし、全額自己負担であり、子どもの
数の多い家庭では経済的負担が大きいのが現状であ
る。
子ども達の健康と生命の安全を守る為、接種可能時
より中学３年生までを対象に助成を検討すべきと考え
るが、市長の見解を伺う。 市 長
２．乳幼児医療費助成の拡大について
本市では現在、０歳から６歳までの医療費が、通院
・入院ともに無料の助成を実施しているが、就学後も
医療機関を利用する事は多く、助成対象の年齢の拡大
を望む声が大きい。
子どもの健康を守ることはその家庭の安心であり、
本市の発展に直結するものである。是非、対象拡大の
検討をすべきと考えるが、市長の見解を伺う。 市 長
３．子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌の予防ワクチ
ン無料接種の継続について
本市は標記に付き、国の補助金交付金を利用し各対
象者に無料で実施中であるが、国の支援が平成２３年
度までの期限となっている。
国の支援動向が着目されるところであるが、本市に
おいては、万が一にも国の支援が整わない場合でも、
その必要の重大さから、これまでどおり無料実施を継
続すべきと考えるが、見解を伺う。

８ １３番 １ 放射能対策室の役割について 市 長
山 田 裕 一 去る１１月１日、当市では、放射能対策強化を目的
（一問一答） に「放射能対策室」を設置した。市民の安全を最優先

に考え、小中学校や幼稚園・保育園をはじめ市内各所
で空間放射線の詳細なモニタリング調査や放射線量測
定機器の貸し出し、また、簡易型放射性物質検査機器
による農畜産物の測定を開始した。
これまでの議会でも放射能対策に関して様々な議論
がなされてきたが、賠償範囲や風評被害等、当市にお
いての様々な被害について、国や東京電力の対応に対
してどのような見解をお持ちか。また、市長の放射能
対策に対する思いを伺いたい。
２ ツイッターやフェイスブックを活用した市政情報 市 長
の発信について
当市では、平成１８年３月１日より「しろいし安心
メール」を開始した。本年１１月末現在では、４，９
６３名の方々が登録をされている。災害関係情報や市
からのお知らせ、また、警察署からのお知らせ等、様
々な市政情報を得られるツールとして大いに役立って
いる。さらにリアルタイムで情報を得られることか
ら、東日本大震災発生後には、生活関連情報を得られ
るツールとして最大限に活用されたことは記憶に新し
い。そこで、更なる市政情報発信のツールとしてツイ
ッターやフェイスブックを活用してはいかがか。市長
の所見を伺いたい。
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８ １３番 ３ 「グリーンフラッグ」取得を目指し「エコスクー 教 育 長
山 田 裕 一 ル」を実践してみては。
（一問一答） 「エコスクール」は、１９９４年デンマークで生ま

れ、世界５３カ国３８，０００校、１，０００万人以
上の生徒が本プログラムに取り組んでいる。子どもた
ちを中心に先生や保護者も参加しながら環境保全活動
についての目標や計画を策定。実践を通して国際認証
「グリーンフラッグ」取得を目指すものである。日本
での取り組みは、２００８年に始まったばかりである
が本年、日本では初めて熊本県立水俣工業高校と山東
保育園（熊本市植木町）が「グリーンフラッグ」を取
得。生徒や園児の環境保全への意識が高まり情操教育
への効果も非常に大きいものと考えられる。
そこで当市小中学校においても環境保全学習の一環
として「グリーンフラッグ」の取得を目指してはいか
がか。教育長の所見を伺いたい。

９ ５番 １ 放射能汚染環境改善のために 市 長
水 落 孝 子 １１月１日より放射能対策室が設置、運営され、鋭
（一問一答） 意取り組まれているところであるが、白石市における

放射能汚染環境から市民とりわけ子どもたちの健康と
命、農畜産物への汚染を守る環境づくりが急がれる課
題となっている。そこで次の点について伺う。
(1) 除染重点地区に指定されたことから、除染計画実
施プログラム策定について
(2) 健康調査を知事に要望しているときいているが、
その後の進展状況についてと県が対象としない場合
の白石市の考えについて
(3) 刈田病院へのホールボディーカウンター導入要望
の進展状況・結果について
(4) 国による暫定基準値見直しが行われている中で、
白石市での対応策を検討しておくことが必要である
と考えるが、その対応策について
(5) 学校・保育園の給食食材専用測定機の導入につい
て
(6) 現時点での農地除染対策についての白石市の考え
について
(7) 一例として、ゼオライトを用いた独自の対策等を
検討すべきではないか
２ 市立保育園の民営化について 市 長
「あり方検討委員会」の答申を受け、まず第一弾と
して老朽化している東・西保育園の民営化方針が出さ
れた。そこで次の点について伺う。
(1) 「あり方検討委員会」への提案は、国の補助金の
事情から、「民営化先にありき」と思える提起では
なかったのか
(2) 保育の実施責任を明確にしている児童福祉法との
関連で問題となる点はないのか考え方を伺う
(3) 民間委託で、保育の質・環境など保育内容等はど
のように担保されるのか
(4) 「ひこうせん」は直営とのことだが、どこで・ど
のように運営すると考えているのか
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９ ５番 ３ 損壊家屋解体処分事業について 市 長
水 落 孝 子 東日本大震災にかかる損壊家屋解体処分事業におい
（一問一答） て、個人住宅のみが対象になっており、アパート・貸

家所有者・個人事業主の事業用資産等への対象拡大が
要望されてきた。国の第三次補正予算によって、費用
を実質１００％国が持つように措置されたと考える
が、
(1) その理解で良いか説明を求める
(2) 事業対象家屋を、個人および中小事業者（法人）
の所有する事業所等・アパート・貸家も対象とし、
震災後にさかのぼって実施すべきではないか。

１０ ３番 １ 白石市の「放射能対策」について 市 長
沼 倉 昭 仁 白石市は１１月１日付で「放射能対策室」を設置し
（一問一答） た。「対策室」では、どのような業務が行われ、ま

た、今後どういった対策がなされていくのか、その観
点から、３つの項目についてお伺いする。
(1) ８月２６日、国は、放射能の不安を一日でも早く
解消するために「除染に関する緊急実施基本方針」
を発出した。
白石市がホームページで公表している「空間放射

線モニタリング結果」によれば、１２月１日の時点
でも、白石市内の多くの地点で０．２３マイクロシ
ーベルトを超えており、そのため、白石市も、「独
自の除染計画」を策定すべき区域に該当している。
これまでの間に、白石市の「除染計画」の作成の

ために、どのような準備をしているのか、お伺いす
る。
(2) 白石市は、消費者庁からの食品測定器の無償貸与
を活用できることになった。また、食品の測定器を
独自に購入することも決めた。白石市には、２台の
食品測定器が配置されることになるが、その測定器
をどのように活用するのか、さらに、給食に使われ
る食材の徹底的な検査と測定値の公表、給食食材の
産地分布の公表などについてはいかがお考えか、お
伺いする。
(3) 子どもたちの被ばく量に関する定期的健康診断の
実施、また、子どもたちの内部被ばく量を確認でき
る体制を、早急に整え実施すべきではないか、お伺
いする。


